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＜特集論文１＞
生産から検査までの持続可能で体系立った放射能対策の構築
Sustainable integrated policies for radioactivity 
from production to inspection
石　井　秀　樹
Hideki Ishii
Abstract
 One of the major effects of the nuclear accident at the Fukushima Daiichi Nuclear Power 
Plant was the radioactive contamination of agricultural fields, and foods made in contamination Area. The 
chapter first explains the mechanisms whereby rice plants absorb cesium, a major radioactive substance 
released by the accident. This chapter then discusses the importance of the measurement and mapping 
of radioactivity in soils, the implementation of cultivation methods that reduce the transfer of radioactive 
substances to crops, and the development of radioactivity monitoring systems for agricultural products. 
In particular this chapter highlights the importance of linking the cultivation-level strategies, including 
mapping and radioactive absorption mitigation, with the distribution-level strategies, such as agricultural 
product inspection. 
Keywords: Radioactive Cesium, Foods system from Production to Consumption, Sustainability, Synergy 
between Policies
要　旨
　本論考の目的は、稲作を事例に事故から 4 年の放射能対策を検証し、その成果と課題を検証しながら、「緊
急時対応」から「恒常的対策」への質的転換を図るための視座を獲得するとともに、持続可能で体系立った
放射能対策をトータルに提案する事である。特に、本研究では今日の放射能対策が機能不全に陥っているこ
との原因を、食料循環系における①物質循環過程、②食料生成過程、③流通消費過程が、それぞれ個別分断
的に捉えられ、対策の中での「連続性」や「連動性」が欠如しているという構造的要因に求め、食料循環系
内での連続性や連動性を高め、真に持続可能な対策へと質的転換を遂げるための課題を明らかにする。
キーワード： 放射性セシウム、食料循環系、持続可能性、相互連動性
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0．	原子力災害からの再生を展望するにあ
たって
　福島第一原発事故による放射性セシウムの国土
的拡散で、東日本各地の第一次産業は甚大な被害
を受けた。事故から 4 年経った今日でも、キノコ
や山菜類、イノシシなどの森林採取物に加えて、
汚染が顕著な地域ではユズ・クリなどが基準値
100Bq/kg を超える可能性があり、出荷停止が続
く。2013 年 8 月には原発内の瓦礫処理で飛散し
た放射性セシウムが南相馬市や宮城県丸森町へ到
達し、それが原因だと考えられる基準値超えのコ
メが南相馬市で確認された 1）。漁業も底生魚を中
心に基準値を超えることがあり、魚種を限定した
小規模な試験操業が続き、漁業再開の目処が立た
ない。内水面漁業も停滞している。また汚染が軽
い地域でも風評被害が深刻である。
　それでもなお、この 4 年で食品の放射能検査や
試験研究が進展し、数多くの成果がもたらされた。
社会全体を鑑みれば、確かに基準値を下回る食品
が大半を占め、実際にその殆どは放射性セシウム
が不検出（ND:Not Detected）であり、リスク
は総体的に低く抑えられている。
　しかしながら現状の放射能対策は持続可能では
ない。第一に「食品放射能検査」や「作物の放射
能吸収を抑える低減対策」に膨大な社会的費用や
労力を要する点である。第二に膨大な費用や労力
を投じているにも関わらず、万全な対策が組織で
きていない点である。たとえば稲作では、1）溜
池等のセシウム濃度が高い水で生産されたコメの
汚染、2）低減対策の不徹底によるコメの汚染、3）
原発内瓦礫処理で再拡散された放射性物質による
コメの汚染、など “ 少数だが高リスク ” な事象が
存在し、それに十分に対処できていない（図 1）。
また福島県外の放射能汚染地では、未だ食品検査、
低減対策、汚染実態の把握が不十分であり、東日
本全体の風評を助長する火種となる。“ 少数だが
高リスク ” な事象は、メディアに取り挙げられる
ことが多い。その一方、放射能汚染地で生産され
る食料の多くが実際には基準値以下で、かつ不検
出（ND）が大半であり、リスクが相対的に低く
抑えられている現実は十分に消費者に伝わってい
ない点は、風評被害を増大させる。
　そして対策に費用や労力がかさむ最大の要因
は、“ 少数だが高リスク ” なケースと一般的事例
の違いを考慮せず、国や自治体が進める施策の多
くが、食料循環系の特質や多様性に対応できず、
画一的な方針や計画の下、進められるからである。
国や福島県は、放射能対策の合理化を検討し始め
ているが、「そもそも何の対策をどれだけ実行す
ればいいのか」、あるいは「一体いつまで続けれ
ばよいのか」、専門家の間でも多様な意見があり、
社会的合意には程遠い。仮に十分な根拠と説明も
ないまま、放射能対策が縮小・停止されれば、新
たな風評被害も生じるであろう。
　このような問題を受けて、本論考の目的は、稲
作を事例に事故から 4 年の放射能対策を検証し、
その成果と課題を検証しながら、「緊急時対応」
から「恒常的対策」への質的転換を図るための視
座を獲得するとともに、持続可能で体系立った放
射能対策をトータルに提案する事である。特に、
本研究では今日の放射能対策が機能不全に陥って
いることの原因を、“ 食料循環系における①物質
循環過程、②食料生成過程、③流通消費過程が、
それぞれ個別分断的に捉えられ、対策の中での「連
図 1　社会的認知されるリスクと総体的リスク
社会的に認識される
リスクの高さ
客観的リスクの高さ
???????
事象の多様性
??????
?
?
01-04_石井_Vol5.indd   38 15/03/11   13:34
39
生産から検査までの持続可能で体系立った放射能対策の構築
続性」や「連動性」が欠如しているという構造的
要因に求め、食料循環系内での連続性や連動性を
高め、真に持続可能な対策へと質的転換を遂げる
ための課題を明らかにする。また「食料生産工程
管理」の概念提起をし、実際に稲を事例として「食
料生産工程管理データベース」の構築を目指しな
がら、その概念の有効性や課題を現場で検証し、
食料循環系に根ざした持続可能な放射能対策のあ
り方を実践的に提示する。
1　	「生産段階の対策」と「食品中の放射
能検査」の違い
　安全・安心な食料を生産し、流通するためには、
まず農地汚染実態の把握を行い、食物の形成過程
や放射性物質の吸収メカニズムに基づいた対策を
講じ、続いてリスクの性質や、その低減効果や実
績を示して、食料を手にする人が消費するかを判
断するための信頼できる情報を提供することが不
可欠である。
　特に食料の生産・流通・消費の一連のプロセス
を「食料循環系」として捉える時、図 2 のモデル
にある①物質循環過程、②食料生成過程、③流通
消費過程、の諸過程が相互に連動する事により体
系だった対策として機能する必要がある。膨大な
費用と労力をかけた割りに、基準値を超える食品
が生産される可能性があるのは、食料循環系の各
過程が、それぞれ個別分断的に捉えられ、対策の
中での「連続性」や「連動性」が欠如していると
いう構造的要因が背景にある。
　放射能汚染下で安全・安心な食料を生産・消費・
流通するためには、「生産段階での対策」と「食
品中の放射能検査」の二つの次元での対策がある。
生産段階での対策には、①放射能汚染マップによ
るゾーニング（放射能汚染を踏まえた生産物の決
定）、②生育時の吸収抑制対策（土や水、餌など
の生産環境の制御）、がある。食品中の放射能検
査には、③国や県、流通業界によるモニタリング
検査、④消費者による生活圏での自主検査、があ
る。消費者の自主検査は、家庭菜園で栽培したも
の、贈与されたもの、山野で採取するキノコや山
菜など、市場を介さない食品を計測する。これは
国や県によるモニタリング検査の補完と検証をす
る意義があり、消費者が納得しながら食品を手に
する上で不可欠である。
　「生産段階での対策」と「食品中の放射能検査」
は “ 車の両輪 ” である。どちらを重視するかは、
食品毎の生産様式に応じて検討するべきである。
図 3 は、横軸に「食品中の放射性物質の含有量」、
縦軸に「食品の存在量」をとり、実線は一つの食
品についてその分布をモデル化したものである。
「食品中の放射能検査」は、基準値以上の食品を
流通前に除去することで安全を担保するものであ
り、図 3 の「流通不可」の領域が除外対象となる。
一方、「生産段階からの対策」は、放射能汚染の
程度に応じて栽培品目を選定し、できる限り食品
に移行しない条件で生産するものである。例えば
5Bq/kg の食品が生産される圃場で、然るべき対
策をすることにより 1Bq/kg の作物を生産してゆ
くといった形で、放射性物質の食料への移行を予
図 2　食料循環系の構造とその対策
【物質循環過程】
  農地・森林・海洋など食料生成する
環境内での放射性セシウムや各種元素、
及びこれを媒介する土壌・水・大気等
の挙動や循環に関する過程。
【食料生成過程】
　農地・森林・海洋などの自然環境、
及び施設栽培や養殖など人間が構築
した環境で、自然の摂理と栽培行為
などの人為的介入を通じて食料が
生成される過程。
【流通消費過程】
　生産・採取された食料が市場や
贈与、および自家消費などにより、
消費者へ届く過程。食料の放射能
検査もこの過程に含まれる。
【研究例・対策事例】
・放射性物質の分布マップ作成
・環境モニタリング
・土壌中の放射性セシウムの挙動
・水中の放射性セシウムの計測法　etc
【研究例・対策事例】
・農作物の移行係数、魚類の濃縮係数
・交換性カリウムとセシウム吸収の関係
・ゼオライトなど低減資材の機能評価
・汚染された植物資材の利用可能性　etc
【研究例・対策事例】
・風評被害調査とその対策
・食品偽装防止とトレーサビリティ
・放射能汚染による経済的被害
・食料中の放射能検査のあり方 　etc
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防的に制御する。図 3 のモデルに従えば、「生産
段階での対策」は、実線の分布から点線の分布へ
とシフトさせることに他ならない。
　農産物、畜産物、林産物、水産物は、それぞれ
生産様式が違うため、それぞれ放射能対策が変
わってくる。農産物や畜産物の生産は、どこで・
何を育てるのか、どのような土作りや施肥をする
のか、あるいは何の飼料を与えるのか…、生産条
件を制御する余地がある。つまり汚染されていな
い土壌や水、飼料を用いれば、放射性物質の移行
は基本的に抑制できるのである。また農産物の場
合、土壌の化学性や物理性でも作物への移行が変
わるため、土作りや施肥による制御の余地がある。
このように “ 育てる ” ものは、生産段階からの対
策ができる。福島で生産される農産物の多くは基
準値 100Bq/kg を超えるものは限られ、かつその
殆どが不検出（数 Bq/kg 以下）である。こうし
た農産物の対策をさらに徹底するには、食品検査
を強化するよりも、生産段階からの対策をするほ
うが合理的である。
　一方、天然の林産物や水産物は、基本的に “ 自
然の恵み ” を採取するものであり、生産段階から
の対策ができない。そのため食品中の放射能検査
をしながら、基準値以下の林産物や水産物が生産
できる環境を特定し、採取できるエリアを規制す
る対策しか取れない。つまり「採取する」生産形
態をとるものは、生産段階からの放射能対策がで
きず、食品検査が重要となってくる。実際にキノ
コや山菜、イノシシやクマなどの野生動物、なら
びに底生魚類では基準値 100Bq/kg を超える場合
も多く、当面は食品検査を重視することが大切で
ある。
2．植物の放射性セシウム吸収メカニズム
　農産物の放射性セシウム吸収は、作物の種類と、
土壌の物理的性質・化学的性質などで決まる。水
田の場合は、水中の放射性セシウムや無機イオン
濃度の影響を受ける。土壌中の放射性セシウムが
どれだけ移行するかは、
　「移行係数」＝「作物中の放射能濃度（Bq/ kg）
／栽培土壌中の放射能濃度（Bq/kg）」
図 3　「食品中の放射性物質の濃度とその分布」
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　が一つの目安となる。その値は、作物の部位毎
に求められ、一般に生産条件に左右される。日本
の土壌の多くは、粘土鉱物に富んでおり、土壌の
セシウム吸着能力が比較的高く、ベラルーシやウ
クライナの土壌に比べて、日本の土壌は作物への
吸収が抑止される傾向にある。土壌中の放射性セ
シウム濃度が分かれば、移行係数から作物への移
行がある程度予測できる。汚染度の高い場所では、
移行係数の少ない作物を栽培すれば、汚染の少な
い農作物が栽培でき、栽培計画を立てる上で参考
になる。福島県の代表的な土壌における移行係数
は、図 4 に掲げる。
　2011 年に暫定基準値 500Bq/kg を超える農作
物が確認された要因は、事故直後は土壌中の放射
性セシウムが粘土鉱物などに吸着される途上にあ
り、根から吸収される放射性セシウムが、今日よ
りも相対的に多かったことによる。
　2012 年度からは、食品衛生法により一般食品
の基準値が 100Bq/kg となった。2013 年、2014
年になっても、福島県内では、ソバ、ダイズ、ゆ
ず、柿、栗などは、汚染が顕著な地域で基準値
100Bq/kg を超えることがあった。2015 年 2 月
時点でも、野生の山菜・キノコ類に加えて、ユズ（福
島市、伊達市、南相馬市、桑折町）、クリ（伊達市、
南相馬市、二本松市）、ウメ（南相馬市）は出荷
停止が続くが、その他の果樹や野菜などは基準値
を下回り、大半が不検出（数 Bq/ キログラム以下）
となるなど、汚染は低下してきている。
3．ヒマワリを用いた除染は可能か
　土壌の放射性セシウムを植物が除染する方
法 と し て、「 フ ァ イ ト レ メ デ ィ エ ー シ ョ ン 」
（Phytoremediation）が 2011 年 4 月頃に注目さ
れた。ファイトレメディエーションとは、植物が
根から水分や養分を吸収する過程で土壌中の汚染
物質を吸収し、土壌を浄化する方法である。この
方法は表土剥ぎ取りや深耕などの農業土木的アプ
ローチに比べて即効性を期待できないが、生態系
の力を活用する方法は、土壌の浄化が広範囲にか
つ低コストで進められると期待され、福島県内で
も多くのヒマワリが植えられた。しかし農林水産
省による実証実験によれば、その除染効果は極め
て乏しく、ファイトレメディエーションで除染を
することは困難であることが結論された 2）。
　仮にヒマワリの移行係数が生重量で 0.02（2％）
だとし、土壌中の放射性セシウム 134、セシウム
137 の合計含有量が 5000Bq/kg の圃場で栽培し
た場合、ヒマワリには 100Bq/kg の放射性セシウ
ムの吸収が見込まれる。ヒマワリの茎や葉は食べ
ないが、その値は放射性セシウムの安全基準値に
相当し、口にするには高い放射性セシウムの含有
量である。
　だが基準値に迫るセシウム吸収があったとして
も、土壌の除染として十分な吸収は期待できない。
土壌から放射性セシウムをどれだけ取り去ること
ができるかは、移行係数（＝土壌と植物のセシウ
図 4　「代表的野菜の移行係数」
農研機構「各種夏作野菜への土壌中の放射性セシウムの
移行係数」のデータから筆者が作図
http://www.naro.affrc.go.jp/org/tarc/seika/jyouhou/
H23/tohoku/H23tohoku001.html
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ム濃度の比）だけでなく、栽培される植物の総量
も勘案する必要があるのである。この場合、ヒマ
ワリを 1kg 生産するのに、一体どれだけの土壌
が必要となるか。ヒマワリを植える密度にもよる
が、ヒマワリの根が広がり土壌中の栄養分や放射
性セシウムが吸収される範囲を考えると、重量換
算で植物体の数十倍の土壌が必要である。仮にヒ
マワリを密に植えて、土壌 50kg から 1kg のヒマ
ワリができるなら、土壌に含まれる放射性セシウ
ムの総量は 5000Bq/kg × 50kg ＝ 250,000Bq と
なる。このうちヒマワリに移行する放射性セシウ
ムの量は 5000Bq/kg × 0.02=100Bq である。ヒ
マワリの根が広がる領域にあった放射性セシウム
の吸収量は、1/2500 に過ぎない。
　セシウム 134 の半減期はおよそ 2 年、セシウ
ム 137 の半減期はおよそ 30 年である。セシウ
ム 134 は放射性壊変により一年間で約 70％に減
少し、二年間で約 50％に減る。セシウム 137 は
一年間で約 97％に減少し、二年間で約 95％に減
る。つまりヒマワリなど栽培しなくても、セシウ
ム134 は一年間で約 30％、セシウム 137 は約 3％、
放射性壊変により勝手に減少してゆく。日本の土
壌において、ファイトレメディエーションによる
セシウム除去の効果は極めて限定的だといわざる
を得ない。
　逆に言えば植物はそれだけ放射性セシウムを土
壌から吸収しない。これらは食糧生産にとって幸
いな事実であり、深刻な放射能汚染の中でも農
産物の汚染が抑制されていることにも繋がってい
る。安全な食物を得ることと、植物を用いた除染
をする事は、相反するのである。
4．なぜ稲はセシウムを吸収したのか？
　イネの移行係数は 0.001 前後と低い。そのため
2011 年度は、5000Bq/kg 以下の地域では、暫定
図 5　「汚染米が確認された地域における玄米と土壌中の放射性セシウム濃度」
引用：福島県、農林水産省「暫定規制値を超過した放射性セシウムを含む米が生産された要因の解析（中間報告）」
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基準値 500 ベクレル /kg を超えるコメは生産さ
れないと見積もられ、避難指示が出なかった地域
では作付けが認められた。ところが 2011 年秋に、
伊達市や福島市などで 1000Bq/kg を超えるコメ
が確認され、生産者と消費者は大きなショックを
受けた。
　イネのセシウム吸収が顕著だった水田を調べる
と、土壌汚染とコメのセシウム吸収量には相関関
係が認められず、“ 見かけ ” の移行係数も 0.1 か
ら 0.4 と極めて高かった（図 5）。また土壌中の
交換性カリウムが低い水田でコメのセシウム吸収
が顕著になる傾向が見られた。また暫定基準値を
超えるような水田がある場所は、周囲が起伏に富
んだ森林に囲まれた山深い地域であることが多
く、ランドスケープに特徴があった。
　植物は一般に、セシウムを含んだ状態で水耕栽
培をした場合、セシウム吸収が顕著に起こる。東
京大学の栽培学研究者の実験では、0.1Bq/ℓの
水で水耕栽培すれば 76Bq/kg、1Bq/ℓの水では
560Bq/kg、10Bq/ℓの水では 5600Bq/kg の稲ワ
ラが栽培された 3）。
　汚染米が生産される環境の状況証拠や、水耕栽
培の実験を踏まえて、土壌以外のセシウム吸収が
存在することが推察され、「森林に囲まれた山深
い水田では、水源のセシウム汚染が顕著で、稲に
セシウムが移行する場合がある」という仮説が構
築された。
　図 6 は、横軸に「土壌中の交換性カリウム」、
縦軸に「コメ中の放射性セシウム」をとって、汚
染米が確認された地域のコメのデータをプロット
したものである。土壌の交換性カリウムが欠乏す
ると、コメはセシウムを顕著に吸収する一方、交
換性カリウムが保持されればセシウム吸収が抑制
される傾向にある。そのため塩化カリウムや珪酸
カリウムなどの肥料を用いて、土壌中の交換性カ
リウムが 25mg/100g を超えるようにすれば、玄
米のセシウム吸収はかなり抑制できると結論され
た 4）。2012 年以降に稲を生産する際は、この知
見がベースとなって、土壌中の交換性カリウム
を高める施肥が福島県内で広く推奨されるように
なった。
　その一方、交換性カリウムが 15mg/100g 前後
図 6　「土壌中の交換性カリウムとコメのセシウム吸収」
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と比較的保持されているにも関わらず、セシウ
ム吸収が高くなる「外れ値」タイプの水田も確認
された。こうした「外れ値タイプ」の水田がな
ぜ生じるのか 2011 年度には判らず、その解明は
2012 年度以降の試験栽培に引き継がれた。
5．水稲試験栽培
　2012 年度の稲作は、2011 年度に暫定基準値
を超えた地区では「作付制限」となった。また暫
定基準値は超えなかったが、100Bq/kg 以上の玄
米が確認された地域では、1）生産者毎に管理台
帳をつけること、2）深耕により空間線量を下げ
ること、3）各自治体が定めた分量のカリウム肥
料やゼオライトを圃場に投入すること、4）全て
のお米の放射能検査をすること、を条件に栽培が
認められた。そうした中、作付制限地域で試験栽
培が実施された。試験栽培には主に 3 つの意義が
あった。第一は、作付制限の解除を判断するもの
であり、塩化カリウムなどのセシウム低減資材を
投じた際に、基準値 100Bq/kg を下回る玄米が生
産できるかを見極めるものである。福島県内の作
付制限地域 396 ヶ所で試験栽培をした結果、基
準値 100 ベクレル超したのは一例だけで、残り
395 ヶ所では 100Bq/kg 以下の米が生産できる
ことが確認された。そのため 2013 年度は、作付
制限されていた地域の多くは作付制限が解除され
た。国や福島県による試験栽培の主眼は、ここに
置かれていた。
　一方、東京大学、福島大学、東京農業大学の研
究者が参画した伊達市の水稲試験栽培では、第一
の目的に加えて、第二に土質や土壌の化学組成の
違いによる影響を調べること、第三に地形や立地
の違いで生じる水の影響を調べること、も目指し
た。そのため当該試験栽培では、伊達市小国地区
で 55 箇所の水田を用いて、カリウム肥料やゼオ
ライトなどの資材を用いず、まずは “ ありのまま
の水田生態系 ” で慣行的に栽培し、一部区画で珪
酸カリウムを散布してその効果を検証する実験を
行った。
　福島県と農林水産省は、稲の試験栽培の結果を
以下のように論じている 5）。
①土壌の放射性セシウム濃度と玄米中の放射性セシ
ウム濃度の間には相関関係はみられない。
②土壌中のカリウムは、作物が吸収する際に競合し
てセシウム吸収を抑える働きがある。土壌中の交
換性カリウムの含有量が 25㎎ /100g を目標とし
てカリウム肥料を施用した場合、玄米中の放射性
セシウム濃度が大きく低減できる。
（同報告書から筆者が抜粋・要約）
　また同報告書は水田の水源に含まれる放射性セ
シウムの影響について、「溶存態のセシウムは作
物が直接吸収できるのに対して、懸濁態のセシウ
ムは作物が直接吸収し難く、作物への移行は基本
的に小さいと考えられる」と記されている。そし
て「福島県下における水路やため池などの水質検
査の実測結果を踏まえると、一般的に水からの影
響は限定的である」と論じている。
　一方、伊達市小国地区の試験栽培 6）では、土壌
中の交換性カリウムが 12 ～ 15mg/100 g と決し
て低い値ではないのに、玄米に高いセシウム吸収
が見られた “ 外れ値 ” 水田が 2011 年と同様に確
認された。本試験栽培では “ 外れ値 ” 水田につい
て、特に水源のセシウム汚染からも考察された。
①外れ値水田が引く水の中には、一部で 4Bq/ℓも
の放射性セシウム（大半が懸濁態）を含んだ水源
が存在すること。
②葉茎の放射性セシウム濃度を 7 月中旬と 8 月中旬
で比較した時、一般的な水田では 7 月の値の方が
高い傾向があるのに対して、“ 外れ値 ” 水田の場
合は 8 月に吸収が顕著に伸びるケースがあること。
（同報告書から筆者が抜粋・要約）
　放射性セシウムの稲の吸収メカニズムは、十分
に解明されていない部分もあるが、その概要を纏
めると、土壌中の放射性セシウムの移行は基本的
に少ないが、1）土壌中の交換性カリウムの不足
によりセシウム吸収が促進される可能性、2）水
源の放射性セシウム汚染による可能性、の二つが
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存在し、現場の圃場ではこれらの条件が複合して
いる。また水源の放射性セシウム濃度が高くなる
理由も十分に解明されていないが、たとえば溜池
などでは、放射性セシウムが付着した落ち葉が堆
積している。それが分解して溶存態や懸濁態のセ
シウムになれば水源を汚染し、稲にセシウムが移
行する要因となりうる。このように稲の汚染の問
題は、農地や森林内での水を介したセシウム循環
の視点からも検討しなければならない。とはいえ、
事故から 4 年が経過した今日、溜池の除染なども
進展しており、森林から水田へ流入するセシウム
も減少しつつある。今後も継続的なモニタリング
が必須だが、カリウム肥料を入れれば、稲のセシ
ウム吸収が抑制され、基準値以下のコメが十分作
れるのも事実である。
6．	放射性物質の分布実態の把握とその
マップ化
　JA 新ふくしまでは、ベラルーシの ATOMTEX
社 が 開 発 し た NaI ス ペ ク ト ロ メ ー タ ー
（AT6101DR）を用いて、JA が掌握する福島市
内の全水田と全果樹園を圃場毎での放射能計測を
進めてきた。2014 月 12 月末に、約 20000 の水
田（測定数：約 63500 地点））、および約 7500 の
果樹園（測定数：約 27000 地点）の計測が全て
完了した。農地の放射能計測は、農協職員と、全
国から集められた生協職員とが、協同組合間連携
で進めるものであり、生産者と消費者という利害
の異なる主体が協働することにより、調査の客観
性が担保されるよう企図された。
　本機は、土壌が発するガンマ線を検知し、土壌
中のセシウム 134・137、カリウム 40 等の濃度
（Bq/kg）や沈着量（Bq/㎡）が定量できる。ま
た GPS が搭載され、緯度・経度・標高を特定し、
Google Earth 上の航空写真上で可視化ができる。
本機の最大の特徴は、現地で土壌を採取すること
なく、およそ 2 分で短期間で計測することができ、
膨大なエリアの放射性物質の分布実態が把握でき
る点である。
　福島大学では、この膨大な測定結果を一同にコ
ンパイルし、必要な情報を抽出・一覧化するソフ
トを開発し、GIS やデータベースへの移行をでき
るようにした。それにより Google Earth 上での
可視化に止まらず、1）圃場一筆毎のデータ（地
権者情報、耕作履歴、土壌の化学組成 etc）と放
写真 1　「AT6101DR コントロールパネル」 写真 2　「AT6101DR 測定器」
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射能計測データとのデータベース上での統合、2）
GIS や統計解析ソフトによる多様な分析、3）測
定結果の多様な地図表現、4）地権者個人への情
報還元、などが可能となった。放射能計測の結果
を地権者に周知した後は、後述する全量全袋検査
の結果と連動させることで、営農指導に活かせる。
7．米の全量全袋検査
　福島県は、2012 年度より県内で生産された米
の全量全袋検査を開始した。これは 30kg の米袋
をベルトコンベアー上に載せて約 15 秒間（測定
下限値は 25Bq/kg）で計測するものである。表 1
に 2012 年度から 2014 年度までの米の全量全袋
検査の結果を示す。
　2012 年度は基準値 100 ベクレルを超える事例
が 71 袋確認された。2013 年、2014 年と事故か
ら時間が経つにつれて、放射能が検出されるコ
メの割合が減少し、2014 年度は 2 月 13 日現在、
基準値 100 ベクレルを超えるコメは確認されて
はいない。2012 年度は、50Bq/kg を超えるコメ
は、福島市や二本松市、伊達市など土壌汚染が顕
著なエリアだけでなく、2000Bq/kg 程度と比較
的軽いエリアでも発見された。セシウムの吸収が
顕著なコメが生産された理由の一つは、セシウム
を吸収しやすい条件があるにも関わらず、自治体
写真 3　「全量全袋検査の様子」
表 1　全量全袋検査の結果
【2012年度】 【2013年度】 【2014年度】
-25（Bq/kg） 10,323,561（99.78％） 10,999,206（99.93％） 10,900,805（99.98%）
25-（Bq/kg） 20,357（0.2％） 6,484（0.06％） 1,904（0.02%）
50-（Bq/kg） 1,678（0.016％） 493（0.0045％） 12（0.0001%）
75-（Bq/kg） 389（0.0038％） 323（0.003％） 2（0.00002%）
100-（Bq/kg） 71（0.0007％） 28（0.0003％） 0 
合計 10,346,086（100％） 11,006,534（100％） 10,902,694（100%）
2015 年 2 月 13 日時点
01-04_石井_Vol5.indd   46 15/03/11   13:34
47
生産から検査までの持続可能で体系立った放射能対策の構築
が定めるカリウム施肥対策を実施しなかったから
である。一方、2011 年に基準値 500 ベクレルを
超える米が確認された伊達市では、基準値を超え
るコメは確認されなかった。これは地元農協が、
生産者と連携しながら、1000㎡あたり 200kg ず
つ塩化カリウムを一枚一枚確実に散布したからで
ある。これは低減対策の有用性と、確実な低減対
策を実施することの重要性を示しており、低減対
策を確実に実施するための “ 仕組み ” がいかに大
事であるかが分かる。
8．「生産工程管理データベースの構築」
　原発事故から 4 年が経過した今日、これからの
課題は、試行錯誤の中で実施してきた緊急時対応
を見直し、真に必要な対策を見極め、持続可能な
恒常的対策への転換を図ることである。
　「生産段階での対策」と「食品中の放射能検査」
は、“ 車の両輪 ” である。これまで水稲試験栽培、
放射性物質の分布マップ、コメの全量全袋検査の
動向と成果を紹介してきたが、これらはそれぞれ
バラバラに進めるのではなく、“ 相互連動的 ” に
体系立てて実施してこそ、より大きな効果が発揮
できる。
　たとえば全量全袋検査からセシウム吸収リスク
の高い圃場が判明すれば、そこに注力し、対策漏
れを無くすことができる。さらに圃場の土壌分析
をすることで、土壌中の交換性カリウムの欠乏に
よってセシウム吸収が生じたのか、あるいは水源
のセシウム汚染が想定されるのかが検討できる。
そして圃場毎に個別の「カルテ」を作成すれば、
生産者毎に生産環境に即した極細かな営農指導の
展望が開ける。さらに、こうした知見を丹念に積
み重ねれば、森林と農地のセシウム循環をはじめ、
稲のセシウム吸収メカニズムの解明に繫がる。こ
のように全量全袋検査の結果が生産段階からの対
策に重要な知見を与えるのである。
　逆に放射性物質の分布マップが作成され、米の
セシウム吸収メカニズムの知見が蓄積すれば、全
量全袋検査の確度や妥当性が検証され、食品検査
の信頼性が高まる。またある水田で数年間 “ 不検
出 ” が続き、かつ生産条件からセシウムが移行す
る要因がないと検討されれば、社会的コンセンサ
スを得た上で将来的に全量全袋検査の対象から外
すことも視野に入る。そもそも全量全袋検査をす
る必要に迫られたのは、どこで基準値 100Bq/kg
を超えるコメが生産されるかが判らなかったから
である。検査が必要な対象圃場を絞ることができ
れば、検査に要する労力や費用の抑制に繋がり、
対策の持続可能性が高まる。既に全量全袋検査に
資する計器は配備されており、リスクの高い圃場
の検査に時間をかければ、測定下限値を下げた分
析に繋がる。
　昨今、カリウム肥料による低減対策や全量全袋
検査をいつまで続けるべきなのか、こうした議論
が出ている。2014 年度のコメが、基準値を超え
るものがなくなったとはいえ、低減対策や検査を
根拠無く停止すれば、リスクの高い圃場で基準値
を超えるコメが発生する可能性や、対策を停止し
たことによる不安増大や風評被害につながるおそ
れがある。低減対策や放射能検査に莫大な労力や
費用がかかるからといって、安易に対策を停止し
てはならない。対策を緩和・停止するには、その
確たる根拠が必要なのであり、その知見の集積も
また進めてゆかねばならない。
　そのためには、放射能汚染の実態把握や、環境
や作物内での放射性物質の移行メカニズムの解明
を科学的に進めた上で、これらの知見を現場に応
用するための仕組みづくりが不可欠なのである。
そのためには図 2 で掲げたように、食料循環系に
おける「物質循環過程」、「食料生成過程」、「流通
消費過程」の諸過程での対策を体系立てて相互連
動的に機能させる必要がある。より具体的には圃
場一枚事に「生産工程管理」しながら、データの
蓄積をはかり、対策の有効性や必要性を検証しな
がら、将来的に稲でいえばカリウム肥料による低
減対策やコメの放射能検査を絶対に欠かしてはな
らない圃場の見極めを進めてゆくことが必要であ
る。福島大学では、JA 新ふくしまや JA 福島中
央会と連携しながら、「生産工程管理」（図 7）を
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進めるデータベースを構想している。
9．おわりに
　福島原発事故から 4 年が経ち、試行錯誤の中か
ら、さまざまな知見と経験が蓄積されてきた。原
子力災害からの復興を遂げるには、放射能汚染の
状況と被害を多角的に記載し、放射性物質の挙動
を科学的に解明しながら、これを具体的な対策と
して社会的実装をする必要がある。この時、決し
て「農学栄えて農業廃れる」ことがあってはなら
ない。
　また放射能汚染の実態把握には当事者は少なか
らず “ 痛み ” を伴うことを忘れてはならない。風
評被害の助長や不動産価格が低下する懸念から、
放射性物質の分布マップの作成や試験栽培をする
ことに否定的な方々もおられる。水俣病などの公
害問題でも “ 被害者は被害を隠したがる ”、“ 隠さ
ざるを得ない ” 状況があった。こうした状況下で
は当事者が「正直者が馬鹿を見る」状況にならぬ
よう、彼らの救済、より具体的には医療や福祉、
補償や賠償に繫がるように、被害実態を記録し、
これを社会化する必要があったという。
　福島の原子力災害も、その根底にはこれと同じ
構造があると考えられる。食の安全・安心を担保
に食品の放射能検査は重要だ。だが「検査」や「自
粛」によってネガティブなものを除去するアプ
ローチだけでは、福島県の農業や農村の復興には
つながらない。「検査」や「自粛」で消費者は守
られても、生産者の救済にはつながらないからだ。
筆者が「生産段階での対策」を重視する理由は、
それが食品中の放射性物質を根本から減らす意義
図 7　「生産工程管理データベースの設計コンセプト」
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生産から検査までの持続可能で体系立った放射能対策の構築
があり、放射能汚染の中でも農業ができるエリア
を押し広げ、福島の農業や農村の潜在性を高める
というポジティブな側面があるからである。「検
査」や「自粛」では生産者は “ 受け身 ” の存在だが、
生産段階での対策は農業者の力量や能動性が問わ
れ、生産者自身が復興の主体となる一歩となる。
　農地を汚染された生産者は一定の補償や賠償を
受ける権利がある。だが彼らはそれ以上に暮らし
や生業の再開を望んでいる。この原子力災害は、
地域の文化や暮らしとったお金には代えることの
できない “ かけがえのない ” 価値も奪ってしまっ
た。こうした価値を取り戻すためには、やはり被
災者自らが新しい暮らし方を主体的に創造してゆ
かねばならない。食料循環過程に基づいて、生産
段階から検査段階までの持続可能で体系だった放
射能対策を構築する事は、福島の新しい農業のあ
り方を探求するものであり、農業者が復興の担い
手になるための大いなる一歩だと考えられる。
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